（実施要領様式第1号）
	受付番号：


公益財団法人 福岡県産業・科学技術振興財団
令和２年度 DX共創事業提案書　
令和　年　月　日
公益財団法人　福岡県産業・科学技術振興財団　理事長　殿
令和２年度 DX共創事業について、以下のとおり提案いたします。
テーマ名
	


事業の概要（200字以内）
	


事業期間
	交付決定日　～　令和〇年〇月〇〇日

	※　令和３年２月２８日以降の事業継続について
☑　希望する　　　□　希望しない
（理由　：　令和３年２月２８日以降も事業を実施する場合は理由を簡潔に記載下さい。　）


事業費
	○○○万円（補助希望額　○○万円、自己負担　○○万円）

	※　補助金交付要綱第２４条に規定する新型コロナウイルス感染症の影響に係る特例の適用
☑　希望する　　　□　希望しない


提案代表事業者
	　企業名　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　代表者役職氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
  住　　　所　　：〒

	担当者氏名：　　　　　　　　　　　（所属：　　　　　　　　　　）
　Tel :　　　　 　　　　　      Fax :

  E-mail:

	　経理担当者氏名:

　Tel :　　　　 　　　　　      Fax :

  E-mail:


１．事業の概要書（２．詳細資料の要約内容です。A4×1枚で記入してください。）
	1 背景
・デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）に取り組む上での現在の課題や、今後それらに対応して社会的に必要とされるプラットフォーム、対象とする業界の動向、事業を実施する意義などについて記載してください。



	2 概要
・1頁「事業の概要」を複写して頂いて結構です。


	3 従来技術の課題
・競合製品等に用いられている従来技術とその課題について記載してください。


	4 事業の具体的目標
・事業期間内に達成する事業の目標について、数値等を用いて具体的に記載してください。
・事業の目標にはプラットフォームの開発目標だけでなく、プラットフォーム導入による生産性向上、コスト削減、納期短縮などのＤＸの目標も記載してください。

	5 課題と解決方法
・事業目標を達成するための課題と、解決策について記載してください。


	6 活用する保有技術、製品・サンプル品
・当該事業で使用する製品・サービスまたは試作機の優位性、開発のための保有技術を簡潔に記載してください。


	⑦実施項目および⑧実施計画

・実施項目を箇条書きで記載し、スケジュールについて月単位で簡潔に記載してください。
・○○○の開発（○月～○月）（メンバー名）

・システムの改良（○月～○月）（メンバー名）

・実証実験の実施（○月～○月）（メンバー名）

	⑨事業化
・本事業完了後の販売計画等について、簡潔に記載してください。


	⑩波及効果
・地域振興への貢献、社会への影響・効果などを記載してください。




２．詳細資料（A4×10枚以内で記入してください。）
①　背景
	デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）に取り組む上での現在の課題や、今後それらに対応して必要とされるプラットフォーム、対象とする業界の動向、事業を実施する意義などについて記載してください。



②　概要
	・共同事業体を形成し、ＤＸを推進するために必要となる汎用プラットフォーム開発、開発要素など、その内容を具体的に記載してください。
・図を用いる等、わかりやすい記載となるよう工夫し、専門用語の使用は極力避けて記載してください。



③　従来技術の課題
	・競合製品等に用いられている従来技術とその課題について記載してください。



④　事業の具体的目標
	・事業期間内に達成する事業の目標について、数値等を用いて具体的に記載してください。また、その課題と、解決策について記載してください。

・事業の目標にはプラットフォームの開発目標だけでなく、プラットフォーム導入による生産性向上、コスト削減、納期短縮などの目標も記載してください。なお、従来製品に対する優位性について補足があれば、表の下に箇条書きで記載してください。
【比較表】
　　（例）〇〇システムの仕様比較
製品名/
仕様項目
提案内容（目標値）
従来製品１
従来製品２
1. ○○機能
○
×
△（条件により）
2. ○○精度
10nm
1μm
1μm
3. ○○時間
1μs
1ms
1ms
　　（例）〇〇システム導入による生産改善目標

項目
提案内容（目標値）
現状
4. 納期短縮
〇日
〇日
【優位性】
・開発プラットフォームの優位性を明確に記入してください。
1. ○○機能：●●●●
2. ○○精度：●●●

3. ○○時間：●●●●




⑤　課題と解決方法
	・「④事業の具体的目標」に記した番号に関連付けて、現在の課題と、解決する方法について具体的に表に記載してください。
仕様
課題
解決方法
1.

○○機能
①○○○
②○○○○
2.

○○精度
③○○○
3.

○○時間
④○○○○
4.

納期短縮
〇日→〇日
⑤○○○○



⑥　活用する保有技術、製品・サンプル品
	・「⑤課題と解決方法」記載の「課題」に記した番号に関連付けて、事業を実施するために活用される保有技術や基礎技術、製品・サンプル品について、機関別に具体的に表に記載してください。
・技術レベル、開発実施例、商品例などを記載してください。
・「福岡県IoT認定制度」に認定されている製品もしくは申請中の製品がある場合は、記載ください。
実施項目
活用する保有技術、製品・サービス等
機関名
①
○○○○
㈱●●
②
○○○○
㈱●●
③
○○○○
㈱●●
④
○○○○
●●●㈱
⑤
○○○○
㈱●●



⑦　実施項目
	・「⑤技術的課題と解決方法」記載の「課題」に記した番号に関連付けて、事業のための実施内容について具体的に記載してください。
・図を用いる等、わかりやすい記載となるよう工夫し、専門用語の使用は極力避けて記載してください。
1 ○○○の開発

2 ○○○の開発
3 ○○○の開発
④○○○検証及び導入効果の評価



⑧　実施計画
	・事業期間における実施体制や実施内容、スケジュールについて図表などを用いて簡潔・明瞭に記載してください。
実施体制について
機　関　名
所属・役職・氏名
実施項目
㈱●●
○○○○部
課長
○○○○
①○○○の開発
④○○○の開発
研究員
○○○○
②○○○の開発
③○○○の開発
●●●㈱
研究員

○○○○
⑤○○○検証及び導入効果の評価
○○○○部
課長
○○○○

⑤○○○検証及び導入効果の評価

・提案代表事業者を一番上に書き、機関ごとに区切ってください。
　 ・実施項目については「⑦実施項目」と一致させてください。
開発スケジュール

開発項目

令和２年度
10月

11月

12月

1月

2月

3月

①○○○開発（メンバー名）

　

　

　

　

　

　

②試作機の改良（メンバー名）

　

　

　

　

　

　

③実証実験の実施（メンバー名）

・実施体制、製品開発スケジュールともに開発項目については「⑦開発項目」と一致させてください。
・開発スケジュールは事業期間全てが入るようにしてください。必ずしも1ヶ月単位で記載する必要はありません。
実施体制連携図
・矢印等を用い共同事業体内、外注委託先との連携体制やその概要が分かるように記載してください。
・各企業・機関の役割の分担が分かるよう、各企業・機関が開発する機能の内容の違い等、具体的に記載してください。



⑨　事業化
	・本事業終了後の販売計画等について、体制やスケジュールなどを、図表を用いて具体的に記載してください。
また、事業終了後から５年目までの開発製品の売上についても記載してください。
製品化する企業名
○○㈱
製品販売する企業名
㈱●●●
開発製品販売（提供）予定価格
○○○○円
購入が想定される企業・ユーザー等及び用途（具体的に記載）
○○○○○○○
・スケジュール
・5年目まで確実に記載してください。
期間
事業終了後１年目
事業終了後２年目
事業終了後３年目
事業終了後４年目
事業終了後５年目
個数
1000個
5000個
１００００個
１００００個
１００００個
売上
1000万円
5000万円
1億円
1億円
1億円



⑩波及効果
	・地域振興への貢献、社会への影響・効果などを記載してください。



３．その他公募事業等について（A4×1枚で記入してください。）
	国提案公募事業などへの展開について
・当事業終了後、国等への提案公募事業への展開を想定している場合は、簡潔・明瞭に記載してください。


	他の公募事業への申請状況
・本提案と類似内容を他の公募事業へ重複提案している場合は、その内容を具体的に記載してください。


	福岡県産業・科学技術振興財団もしくはロボット産業振興会議からの支援実績
・過去に福岡県産業・科学技術振興財団、福岡県ロボット・システム産業振興会議及び福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議から受けた支援の実績があれば下表に記載してください。（3つ以内）
・事業効果の欄は、支援によって企業がどう発展できたのか製品化や売り上げ状況などを交えて記載してください。

事業名：

事業年度：

テーマ名：

参画機関：

事業内容：

事業効果：

事業名：

事業年度：

テーマ名：

参画機関：

事業内容：

事業効果：

事業名：

事業年度：

テーマ名：

参画機関：

事業内容：

事業効果：




４．事業費等について
事業費等総括表
	経費内訳
	補助希望額（千円）
	自己負担額（千円）（C）
	合　計（千円）

	
	企業（A）（※1）
	大学・公設試等（B）
	
	

	１　機械装置費
	
	
	
	

	２　材料・消耗品費
	
	
	
	

	３　外注・委託費
	
	
	
	

	４　旅費
	
	
	
	

	５　人件費
	
	
	
	

	６　その他経費
	
	
	
	

	合　　計（※2）
	
	
	
	


　※1　企業(A)はすべての企業を合計した金額を記載してください。
　※2企業の補助率は１／２以内です。ただし、構成員に大学、公設試等が含まれる場合は、補助金の額の１／２を上限に、大学、公設試等の補助率を１０／１０以内とします。

（「補助希望額　大学・公設試等（B）」≦「補助希望額　企業（A）」）
　※2要綱第２３条の適用を受ける場合、企業の補助率は３／４以内です。ただし、構成員に大学、公設試等が含まれる場合は、補助金の額の１／２を上限に、大学、公設試等の補助率を１０／１０以内とします。

（「補助希望額　大学・公設試等（B）」≦「補助希望額　企業（A）」）
経費明細表
　　　　　　　　　　　　　　　　※補助希望額についての経費明細を作成してください。
※機関ごとに作成してください。
　機関名　　　株式会社　○○○○　　　　
	区分
	種別（品名）
	仕様
	単位
	数量
	単価
（千円）
	補助経費
（千円）
	自己負担
（千円）
	合計
（千円）
	備考

	①機械装置費
	○○○装置
	○○○
	台
	１
	2,000
	1,000
	1,000
	2,000
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②材料・消耗品費
	○○○
	○○○
	個
	２
	５００
	500
	500
	1,000
	

	
	○○○部品
	
	式
	２
	５００
	500
	500
	1,000
	

	
	●●●
	△△△
	式
	2
	1000
	1,000
	1,000
	2,000
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　

	③外注・委託費
	○○製作
	
	式
	２
	６００
	600
	600
	1,200
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④旅費
	○○○
	福岡～東京
	回
	３
	９０
	0
	270
	270
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤人件費
	○○　○○○
	○○の測定
	時間
	2
	500
	500
	500
	1,000
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥その他経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	　
	　
	
	　
	　
	4,100　
	4,370
	8,470
	　


５．提案者の概要書
①企業　概要書　※企業それぞれに作成してください
	企　業　名
	

	代表者名
	

	本社所在地
	〒
	   -    
	

	
	

	
	TEL：
	  　 (   )    
	(内　　　)
	
	　FAX：
	  　　 (   )    
	

	担当者所属部署
	

	連　絡　先
	〒
	   -    
	

	
	

	
	TEL：
	   (   )    
	(内　　　)
	
	　FAX：
	  　　 (   )    
	

	資  本　金
	
	
	従業員数
	全社
	事業所

	
	
	百万円
	
	
	人
	
	人

	事業内容
	業　　種
	

	
	工場､支店､出張所
	

	
	関連企業
	

	
	株主(主要株主､
持株数､比率)
	

	
	主要製品(商品等)
	

	
	業 績
	過去３年間
	売上高
	売上総利益
	経常利益
	当期純益
	輸出額

	
	
	平成　年　月期
	
	
	
	
	

	
	
	平成　年　月期
	
	
	
	
	

	
	
	令和　年　月期
	
	
	
	
	

	企業沿革
(設立、登記年月日等)
	

	組　　　　織
	研究開発スタッフ

	
	

	製品開発事例
	保有研究施設、機器

	・福岡県産業・科学技術振興財団、福岡県ロボット・システム産業振興会議及び福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議以外の公的な資金を利用した製品開発実績を記載してください。
・件数が多く、記載しきれない場合は、別紙を用いて記載ください。

製品開発期間：
事業名及び補助機関名：
予算規模：
テーマ名：
開発製品名：
売上：
	


②大学・公設研究機関　概要書　　　機関が複数ある場合はそれぞれ作成してください
	機　関　名
	

	部署名
	

	代表者名
	

	所在地
	〒
	   -    
	

	
	

	
	TEL：
	  　 (   )    
	(内　　　)
	
	　FAX：
	  　　 (   )    
	

	経理担当者名
	

	経　理　担　当
連　絡　先
	〒
	   -    
	

	
	

	
	TEL：
	   (   )    
	(内　　　)
	
	　FAX：
	  　　 (   )    
	

	事業概要
	

	主な研究開発
事業実績
	

	主な製品化・
事業化実績
	


６．別紙：製品開発事例について（事例件数に合わせて記入欄を増やしてください。）
	製品開発事例①

	製品開発期間：平成28年4月26日～平成31年3月31日
事業名及び補助機関名：戦略的基盤技術高度化支援事業（経済産業省）
予算規模：28年度○○万、29年度○○万、30年度○○万
テーマ名：●●●●●
開発製品名：●●●●●●
売上：○○○台、○○○○○万円


	製品開発事例②

	製品開発期間：
事業名及び補助機関名：

予算規模：
テーマ名：
開発製品名：
売上：


	製品開発事例③

	製品開発期間：
事業名及び補助機関名：

予算規模：
テーマ名：
開発製品名：
売上：


	製品開発事例④

	製品開発期間：
事業名及び補助機関名：

予算規模：
テーマ名：
開発製品名：
売上：



別紙

７．別紙：製品化・製品化後の販売ルートの確立に向けた他企業・機関等との連携ついて
	・本事業終了後、実用化あるいは販売開始に向けて、ニーズ等を有する他の企業や機関等と連携し、具体的なアイデアの創出、市場開拓、販売ルートの確立、広報等の販売戦略の立案、販路拡大等を行うための構想や、それに対する支援の要望がある場合は、その内容について記載してください。



2
2

